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貸 借 対 照 表 
（平成 30 年３月 31 日現在） 

（単位：百万円） 

科      目 金   額 科      目 金   額

（ 資 産 の 部 ）   （ 負 債 の 部 ）   
流 動 資 産 35,203 流 動 負 債 31,002 

現 金 及 び 預 金  18,055 支 払 手 形 2,943 
受 取 手 形 252 設 備 関 係 支 払 手 形  164 
売 掛 金 13,288 買 掛 金 9,409 
原材料及び貯蔵品 766 短 期 借 入 金  1,607 
仕 掛 品 1,924 リ ー ス 債 務  24 
前 払 金 636 未 払 金 845 
前 払 費 用 27 未 払 費 用 644 
そ の 他 250 未 払 法 人 税 等 23 

固 定 資 産 18,278 前 受 金 5,400 
有形固定資産 15,347 預 り 金 38 
  建 物 4,230 保 証 工 事 引 当 金 12 
  構 築 物 3,176 工 事 損 失 引 当 金 9,864 
  ド ッ ク 船 台 1,376 損 害 賠 償 引 当 金 25 
  機 械 及 び 装 置 2,806 固 定 負 債 9,076 
  船 舶 115 長 期 借 入 金  5,984 
  車 両 運 搬 具 7 リ ー ス 債 務  22 
  工具、器具及び備品 217 繰 延 税 金 負 債 281 
  土 地 3,324 退 職 給 付 引 当 金 2,400 
  リ ー ス 資 産 43 特 別 修 繕 引 当 金 44 
  建 設 仮 勘 定 48 環 境 対 策 引 当 金 254 
無形固定資産 155 そ の 他 87 

  ソ フ ト ウ エ ア 144 負 債 合 計 40,079 

  電 話 加 入 権 10 （ 純 資 産 の 部 ） 
株 主 資 本 

  
13,151 投資その他の資産 2,774 

  投 資 有 価 証 券 2,612 資 本 金 8,414 
  関 係 会 社 株 式 82 資本剰余金 5,148 
  長 期 貸 付 金 8   資 本 準 備 金  5,148 
  そ の 他 71 利益剰余金 △410 

  利 益 準 備 金  1,456 
  その他利益剰余金  △1,866 

        土地圧縮積立金  411 
        繰越利益剰余金  △2,277 
    評価・換算差額等 249 
    その他有価証券評価差額金 295 
    繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △45 
    純 資 産 合 計 13,401 

資 産 合 計 53,481 負 債 ・ 純 資 産 合 計 53,481 
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損 益 計 算 書 
( 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで )

（単位：百万円） 
科     目 金     額 

売上高   30,701 
売上原価   41,567 

    売上総損失（△）   △10,866 
販売費及び一般管理費   1,043 

    営業損失（△）   △11,910 
営業外収益     
  受取利息及び配当金 67   
  その他 33 101 

営業外費用     
  支払利息 97   
  為替差損 386   
  その他 82 567 

    経常損失（△）   △12,376 
特別利益     
  固定資産売却益 1   
  投資有価証券売却益 0 1 

特別損失     
  固定資産売却損 5   
  固定資産処分損 150   
  減損損失 88   
  環境対策引当金繰入額 78 323 

    税引前当期純損失（△）   △12,698 
    法人税、住民税及び事業税 6   
    法人税等調整額 △2 4 

    当期純損失（△）   △12,702 
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個 別 注 記 表 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 (1) 資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

    子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

    その他有価証券 

     時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法 

              (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。） 

     時価のないもの……移動平均法による原価法 

  ② デリバティブの評価基準及び評価方法 

    デリバティブ……時価法 

  ③ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており、原材料及び

貯蔵品は個別法及び移動平均法、半成工事は個別法によっております。 

 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

   定率法 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法 

  ③ リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算出する定額法によっております。 
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 (3) 引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失の発生に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

  ② 役員賞与引当金 

   役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づき

計上しております。 

  ③ 保証工事引当金 

   製品の保証工事費の支出に充てるため、保証期間内の保証工事費用を見積り計上しており

ます。 

  ④ 工事損失引当金 

   未引渡工事のうち、当事業年度末時点で損失の発生する可能性が高いと見込まれ、かつ、

当該損失を合理的に見積ることが可能な工事について、翌事業年度以降の損失見積額を計上

しております。 

  ⑤ 損害賠償引当金 

   損害賠償請求に対する支出に充てるため、損害賠償金の支払見込額に基づき計上しており

ます。 

  ⑥ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

   過去勤務債務は、その発生事業年度に費用処理し、数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定率法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

   なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。 

  ⑦ 特別修繕引当金 

   船舶の特別修繕費の支出に充てるため、過年度の実績を基礎にして修繕見積額を引当計上

しております。 

  ⑧ 環境対策引当金 

   ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）等の廃棄物処理の支出に備えるため、合理的に見積もった

額を計上しております。 

 

 (4) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

   当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については、工事進

行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を

適用しております。 

 

 (5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  ① ヘッジ会計の処理 

   原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替

予約については振当処理によっており、特例処理の要件を満たしている金利スワップについ

ては特例処理によっております。 

  ② 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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２．貸借対照表に関する注記 
１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

 建 物  994 百万円

 構 築 物  757 百万円

 ド ッ ク 船 台  1,376 百万円

 機 械 及 び 装 置  3 百万円

 船 舶  0 百万円

 車 両 運 搬 具  0 百万円

 工具、器具及び備品  0 百万円

 土 地  1,309 百万円

 投 資 有 価 証 券  1,762 百万円

 計  6,204 百万円 
(2) 担保に係る債務 

  短 期 借 入 金  1,518 百万円

 長 期 借 入 金  5,149 百万円

 計  6,667 百万円

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 49,105 百万円

 

３．有形固定資産の減損損失累計額 

   減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 

 

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  短期金銭債権 10,773 百万円

  短期金銭債務 121 百万円

 

５．財務制限条項 

当事業年度末の借入金残高の一部については、各年度の年度決算における単体及び連結の

貸借対照表における純資産の部の金額や損益計算書の経常利益により算出される一定の指

標を基準とする財務制限条項が付されております。 

なお、財務制限条項の対象となる当事業年度末の借入金残高は 3,000 百万円となっており

ます。 
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３．損益計算書に関する注記 
１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

    売上高 22,255 百万円

    仕入高 1,031 百万円

営業取引以外の取引による取引高 14 百万円

 

２．減損損失 

   当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

①（用途）廃油処理場 

 （種類）土地、構築物ほか 

 （場所）長崎県佐世保市 

 （金額）81 百万円 

 （経緯）将来の使用見込みがないため帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。 

 

②（用途）遊休資産ほか 

 （種類）土地ほか 

 （場所）長崎県佐世保市 

 （金額）6百万円 

 （経緯）将来の使用見込みがないため帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。 

 

（グルーピングの方法） 

 原則として新造船、艦艇修繕船、機械及びその他の事業種類別セグメントを単位とし、

遊休資産は個々の物件単位でグルーピングしております。 

 

（回収可能価額の算定方法） 

 回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込め

ないため主として備忘価額としております。 

 

 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

 該当ありません。 
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５．税効果会計に関する注記 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

    退職給付引当金 731 百万円

    減損損失 689 百万円

    繰越欠損金 2,779 百万円

    工事損失引当金 3,004 百万円

    その他 640 百万円

繰延税金資産小計 7,844 百万円

評価性引当額 △7,844 百万円

繰延税金資産合計 －百万円

      

繰延税金負債  

    土地圧縮積立金 △180 百万円

    その他有価証券評価差額金 △101 百万円

繰延税金負債合計 △281 百万円

繰延税金資産の純額 △281 百万円
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６．関連当事者との取引に関する注記 
 親会社および法人主要株主等 

種類 
会社等の

名称 
所在地 

資本金 

または 

出資金 

（百万円）

事業の 

内容 

議決権等

の所有

（被所有）

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容 

取引金

額 

(百万

円) 

科目 
期末残高

(百万円)

親会社 
㈱名村造

船所 

大阪府 

大阪市 
8,112 

船舶の 

製造販売 

被所有 

直接 100

新造船の 

建造受託 

 

役員の兼任

新造船の建造受託 22,243 
前受金 

売掛金 

5,132

10,728

新造船の建造以外の 

業務受託 
12 － －

その他業務委託など 212 未払費用 7

その他業務受託など 10 
その他の 

流動資産 
1

 

(注１)価格その他の取引条件は、市場価格・総原価等を勘案の上交渉し、一般的取引と同様に決定してお

ります。 

(注２)期末残高には消費税等を含めております。 

 
 

７．１株当たり情報に関する注記 
 １株当たり純資産額 83 円 52 銭

 １株当たり当期純損失（△） △79 円 16 銭

 

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 
 

 


